
事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート

事業実績

-

評価指標

事業の計画・内容

）

評価

整備内容 運営体制

1

2

3

4

事業費（人件費除く）の財源内訳

コード 名            称

事業種別 継続

コード 名               称 区分

単位

事業類型

実績値

Ⅰ ソフト事業

目標値

H20 H21

２次評価対象分単独

衛生費 H18 H19
事業名 594 環境保全対策事業

会計

款

一般会計
活動指標

01

基　本
施　策

26 環境問題などに協働して取り組む
項

04

800 目標 80001 保健衛生費
空き地の雑草等除去勧告通知 通 80 80

目 04 環境対策費 実績 808 実績 60

目標

施　策 3 不法投棄防止対策の推進
細目 300 目標 320101 環境保全対策事業

空き地の雑草等除去実施箇所 箇所 50 50
細々目 01 環境保全対策事業 実績 258 実績 30

目標

基本計画該当頁 114 行革大綱の重点事項番号 7
環境パトロール実施日数 日

目標 190
実績 190

目標 100
50 50

実績 40
担当部課

コード 553000 評価者
氏　名名称 伊賀支所　住民課

川本　哲 連絡先
45 9104

(内線) 240

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H18 H19 H20 H21

地域環境保全及び地域住民 地域環境の保全・改善と環境問題に取り組むことにより、住民の
意識が向上することにより地域環境保全が図れる。

空き地の雑草等除去実施比率
（実施箇所数/勧告通知数）

勧告通知数を分母とし、雑草等除去箇所数
を分子とする比率を指標としました。

％
目標

50
実績 32 実績 30

35 目標 40
50

件
目標

実績 実績

目標

（※対象件数

根拠法令・要綱等 環境関係諸法令・環境関係諸条例等

関連事業
終了年度 平成 年度

開始年度 平成 年度

評価項目 ポイント 評価項目についてのコメント

事
業
内
容

①不法投棄の監視及び防止活動など環境パトロールを（毎月3
回）通じて実施。
②住宅団地の空き地の所有者に対し雑草除去勧告の実施。 状

況
変
化
等

・平成18年度から河川水質検査経費を本庁予算（環境セ
ンター）に統一。検査体制の適正化と経費節減を図った。
・平成19年度に環境パトロール員を本庁（清掃事業課）に
統一。監視活動等の一体化を図った。
・平成19年度に家電リサイクル等処理経費を本庁（清掃事
業課）予算に統一。

必要性 4 地域住民が快適に生活するために、地域環境保全を図る必要がある。

有効性 3
環境パトロール及び地域での不法投棄監視活動を行うことにより、環境保全に対する住民意識が高揚する。また空き地の
雑草等除去勧告に対する草刈実施比率が低くいが、除去勧告書を出さないと雑草の除去がなされないので啓発が必要で
ある。

達成度 3 ほぼ計画どうり実施できた

効率性 4 現状どおり事業を進める。1 建設用地 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

配置（予定）人員 人 総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

3 規模・構造 年間運営費 千円

Ａ 現状維持 不法投棄監視など環境保全活動について、環境パトロールや住民自治協議会・地区委員などと協働連携し
た不法投棄のパトロールや啓発活動と不法投棄の撤去活動を進める。

4 市内の類似施設
総事業費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度
平成１９年度 決算内容 平成２０年度 計画内容

金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額
平成２１年度 計画内容 平成２２年度 計画内容 平成２３年度 計画内容

事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　

事
業
内
容

平成１８年度 決算内容

(千円)
業務委託報酬 1

　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) (千円)
人 2,144 需用費 172 需用費 151 需用費 151 需用費 151 需用費 151

不法投棄民間監視員報酬 28 人 370 役務費 87 役務費 72 役務費 72 役務費 72 役務費 72

工事
需用費 596 原材料費 10 原材料費 5 原材料費 5 原材料費 5 原材料費 5

負担金、補助及び交付金 40 負担金、補助及び交付金 70 負担金、補助及び交付金 60 負担金、補助及び交付金 50 負担金、補助及び交付金 40

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 3,110 事業費計(A) 　 Σ 309 事業費計(A) 　 Σ 298 事業費計(A) 　 Σ 288 事業費計(A) 　 Σ 278 事業費計(A) 　 Σ 268

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 5,040 人件費（Ｂ） 0.7人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 8,150 5,349 5,338 5,328 5,318 5,308

人

（Ａ） 事      業      費 3,110 309 298 288 278 268

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他 3,110 309 298 288 278 268
一 般 財 源 0 0 0 0 0 0

計 3,110 309 298 288 278 268

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

環境保全負担金 環境保全負担金 環境保全負担金 環境保全負担金 環境保全負担金 環境保全負担金

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


